社会福祉法人○○会○○園給与規程（例示）

社会福祉法人○○会

規　則　第　　　号

第１章　総　　則

（目　的）

第１条　この規程は，就業規則第○条に基づき職員の給与に必要な事項を定める。

	【参考】

１　給与規程は就業規則の一部です｡制定・改正・届出等はすべて就業規則と同様に取り扱ってください。

２　給与の改定（特に給与水準の引下げ）は，直接職員の生活に影響を及ぼすものですから，当初の給与水準の設定に当たっては，途中で引下げ等の事態が生じないよう長期的に安定支給が可能な給与体系としてください。


（均等待遇）

第２条　職員の戸籍，信条，性別又は社会的身分を理由とした差別的取扱いはしない。

（給与の種類）

第３条　職員の給与の種類は，次のとおりとする。

（1）本俸　　　　　　　　　　（8） 時間外勤務手当

（2）管理職手当　　　　　　　（9） 休日勤務手当

（3）管理職員特別勤務手当　　（10）宿日直手当

（4）特殊業務手当　　　　　　（11）深夜勤務手当

（5）扶養手当　　　　　　　　（12）期末・勤勉手当

（6）住宅手当　　　　　　　　（13）退職金

（7）通勤手当　　　　　　　　

２　準職員の給与は，別に定めるところによる。
	【参考】

１　本条は，施設で支給が予定されている給与の種類を明示したものです。

２　手当は，例示を参考に法人で適宜設定してください。

３　措置施設においては，給与水準は施設長を含め，所在地の市町村職員の給与水準の範囲内で設定してください。


第２章　給与の計算及び支給

（給与の締切及び支給）

第４条　給与の締切期間は月の初日から当月末日までとし，給与の支給日は，別表○のとおりとする。ただし，期末・勤勉手当及び退職金については別に定めるところによる。

２　給与は通貨で直接職員にその全額を支給する｡ただし，法令に別段の定めがあるもの及び職員の過半数を代表する者と書面により協定したものは，これを控除して支給する。

３　前２項の規定にかかわらず，職員の死亡等やむを得ない事情があるときは，本人が指定した者又はその親族に支給することができる。
	【参考】

１　給与の締切（計算）期間は原則として月の初日から末日としてください。

２　給与は，原則として当月内に支払うことが望ましいでしょう。
３　給与は直接職員に支払うことが原則です。しかし，職員が同意した場合は，職員本人の指定する銀行等の金融機関の本人名義の口座に振り込むことが認められています。（労基法規則第７条の２）

給与の口座振込払については次の事項に注意して行ってください。

（厚生労働省指導基準）

①　書面による個々の職員の申出又は同意によること。書面には次の事項が記載されていること。

a　口座振込を希望する給与の種類及び金額

b　指定する金融機関名並びに預貯金口座の種類及び口座番号

c　開始希望時期

②　職員の過半数を代表する労働組合がある場合はその組合と，ない場合は職員の過半数を代表する者と次に掲げる事項を記載した書面による協定を締結すること。
a　口座振込の対象となる職員の範囲

b　口座振込の対象となる給与の種類及び金額

c　取扱金融機関の範囲

d　口座振込の実施開始時期

③　給与の支給日に次の事項を明記した給与支給明細書を対象職員に交付すること。

a　給与種別ごとの支給金額

b　源泉徴収等法定控除及び法定外控除の事項別の金額
c　口座振込額

④　口座振込額は，給与支給日の午前10時頃までには払出しが可能となっていること。

⑤　取扱金融機関は１行に限定せず複数とするなど職員の便宜に十分配慮して定めること。

４　所得税，社会保険料等法令で定めたもの以外の金額を給与から控除するときは，その名称を列記した書面により職員の代表と協定を締結しなければなりません。協定事項以外のものは，名目の如何を問わず一切控除できません。（労基法第24条）


（給与の日割り等）
第５条　給与の計算期間における所定の勤務時間の全部又は一部について業務に従事しなかった場合は，別に定めのあるものを除き，その従事しなかった時間に対する給与は支給しない。
２　従事しなかった時間の計算は，当該給与締切期間の末日において合計し，１時間未満は切り捨てる。

３　給与の日割り及び時間割の計算は，次の算式による。
（1）給与の日額

当該月の対象給与×12月
　　年間所定労働日数
（2）給与の時間額

当該月の対象給与×12月

年間所定労働日数×１日平均労働時間

４　給与の計算期間の途中で新たに採用された職員又は休職，退職した職員の給与は，発令の日をもって在職期間に応じた給与を支給する。

５　日割り及び時間割の対象となる給与は次のとおりとする。

（1）本俸 　　(2）○○手当　 （3）○○手当　・・・
	【参考】

１　日割計算が発生したときは，必ずその理由及び計算の状況を文書に記録し，支給時に給与明細表と併せて施設長の決裁を得るようにしてください。

２　対象給与は法人の判断で適宜定めて差し支えありません。


（欠勤等の扱い）
第６条　欠勤，遅刻，早退及び私用外出の時間については，１時間当たりの給与額に欠勤，遅刻，早退及び私用外出の合計時間数（ただし，１時間未満は切り捨てる。）を乗じた額を差し引くものとする。

（端数等の扱い）

第７条　給与計算の結果生じた１円未満の端数は，労働基準法に定めのあるもののほかはすべて切り捨てる。
	【参考】

１　例示のほか，四捨五入又は切上げいずれで規定しても差し支えありません。

２　給与計算の基準ですから本条の趣旨に沿って規定してください。


第３章 本　　　俸

（本俸表）

第８条　職員の本俸は月給制とし，月額本俸は，別表○の職種別職制別本俸表により名人ごとに定める。
	【参考】

１　措置施設においては，本俸表の構成は，所在地の市町村を参考に職種ごとに適切に設定してください。

２　等級の区分は職制（施設長，事務長，主任等職務を分担する役職区分）格付としてください。


（初任給）
第９条　新たに採用された職員の初任給は，別表○に定めるところによる。ただし，職員の年齢，経験，能力，資格及び他の職員との均衡等を考慮して各人ごとに決定する。
	【参考】

１　初任給格付及び前歴換算基準は職員の公平待遇の基本的事項です。実際の規定に当たっては，所在地の市町村を参考に適切に設定してください。

２　採用発令に当たっては，必ず文書で初任給格付及び前歴換算基準の状況を採用の稟議書に明記して理事長の決裁を得てから，当該職員に通知（辞令交付）してください。


（昇　給）
第10条　現に受けている本俸号級を受けるに至ったときから，12か月間良好な成績で勤務した職員は，同一給の１号上位の号級に昇給させる。

２　勤務成績，技能，功績等が特に顕著である職員にあっては，前項の規定にかかわらず，その期間を短縮し，又は，更にその上位の号級まで昇給させることができる。
３　前２項の規定にかかわらず次の各号の一に該当する場合は，必要な期間，昇給を延期することができる。

（1）給与財源に不足が生じた場合

（2）昇給月前1年間において欠勤し，給与の不支給日の合計が30日を超えた者

（3）勤務成績等が不良である者

４　昇給の発令は原則として当該月の初日をもって行う。
	【参考】

１　昇給は原則として12か月ごとに行ってください。

２　第２項及び第３項による昇給又は昇給延期を実施する場合は，必ずその理由を明確にした文書により理事長の決裁を得てください。
情実その他の理由による昇給又は昇給延期は一切認められません。

３　第３項第１号の事由により昇給が実施できない場合は，予算の状況等を明確にし職員の同意が得られるよう配慮してください。

４　措置施設においては，職員の給与は，措置費の算定において一定の範囲内で国家公務員の給与に連動しています。国家公務員の給与が改定された場合は，措置費も改定されますので，その改定があったときは職員の給与も適切に改定実施してください。

なお，職員の給与を改定する場合は，所在地の市町村等の改定状況に準じて給与規程の改正案及び補正予算書を作成し理事会の承認を受けてから実施してください。

５　遡及適用の場合の差額支給は，本俸のみでなく諸手当のはねかえり部分についても忘れずに実施してください。


（本俸表，等級の変更）
第11条　資格の取得，昇給，職種の変更等により現に受けている本俸表又は号級を変更する必要が生じたときは，原則として現に受けている本俸額を下回らない直近の等級に格付する。
ただし，やむを得ない事由があるときはこの限りではない。
	【参考】

職種の変更等で本俸に変更が生じる場合は，原則として現に受けている額を下回らないよう配慮してください。

ただし，やむを得ない理由で額が下がるときは，当該職員の了解を得るようにしてください。


第４章　諸　手　当

（管理職手当）

第12条　管理職手当は，施設の長に対して支給する。

２　管理職手当の月額は，別表○に掲げる額とする。
（管理職員特別勤務手当）

第13条　管理職員特別勤務手当は，管理職手当の支給される職員が，勤務を要しない日又は休日（年末年始の休日を含む。）に，臨時に又は緊急の必要その他公務の運営上の必要により勤務した場合で，やむを得ない事由により当該勤務を要しない日の振替えができなかった場合又は休日の代休が取得できなかった場合に支給する。

２　管理職員特別勤務手当は，別表○に掲げる額とする。
	【参考】

次のような場合は，支給対象となる勤務としては取り扱わないことが適当です。
（1）当該勤務が１時間にも達しないなど極めて短時間の勤務

（2）各種資料の整理等
（3）通常の勤務日においても一般的に行われているデータの計測，機器の管理その他これに類する事項
（4）所属機関以外の機関等が主催する諸行事（記念式典，表彰式，講習会等）への儀礼的な参加，出席


（特殊勤務手当）

第14条　特殊勤務手当は，生活指導員，介護職員，看護職員に対して支給する。

２　特殊勤務手当の月額は，別表○に掲げる額とする。
	【参考】

施設で，支給対象者，支給率（支給額）を規定してください。


（扶養手当）
第15条　扶養手当は，扶養親族のある職員に対して支給する。

２　扶養親族とは，他に生計の途がなく主として職員の扶養を受けている次の者をいう。

（1）配偶者（届出をしていないが，事実上婚姻関係と同様にある者を含む。）

（2）22歳未満の子（職員と養子緑組をした養子を含む。）

（3）60歳以上の父母及び祖父母（職員と養子緑組をした養父母を含むが，配偶者の父母は含まない。）

（4）22歳未満の弟妹
（5）重度の心身障害者

なお，第２号及び第４号については，22歳に達した日を含む年度内は扶養親族とすることがで
きる。

３　新たに職員となった者に扶養親族がある場合は，扶養親族カード（様式第○号）に必要事項を記載し，その事実を証明する書類を添えて届け出なければならない。
また，記載事項に変更（扶養親族の発生又は消滅）が生じたときは，速やかにその旨を届け出なければならない。

４　扶養手当の月額は別表○に掲げる額とする。ただし，その者の年間収入額の合計が130万円以上である場合又は会社その他から扶養手当に相当する手当を受けている者には支給しない。

５　扶養手当の支給は，職員にその事実が生じた日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときはその月）から行い，扶養親族としての要件を欠くに至ったときはその日の属する月をもって終わる。
	【参考】

１　措置施設においては，支給条件及び水準は，所在地の市町村職員の手当水準に準じて規定し支給してください。

２　給与財源等やむを得ない理由があって上記水準を下回るときは，給与改定時に理事会等でその格差の理由等を説明報告してください。（以下の住宅手当及び通勤手当も同様です。）


（住宅手当）

第16条　住宅手当は次に掲げる職員に対して支給する。

（1）自ら居住するため住居を借り受け家賃を支払っている職員
（2）住宅を所有しかつ自ら居住している職員

２　前項に該当する職員は，住宅カード（様式第○号）に必要事項を記載し，その事実を証明する書類を添えて届け出なければならない。

また，記載事項に変更が生じたときは，速やかにその旨を届け出なければならない。

３　住宅手当の月額は，別表○に掲げる額とする。
	【参考】

第２項に掲げる「事実を証明する書類」には，次に掲げるものがあります。

（1）借家，貸間の場合
居住関係

・住民票記載事項証明書
賃借関係

・契約書（公営住宅を除く。）　・家賃支払の領収書

（2）自宅の場合　
居住関係

・住民票記載事項証明書
所有関係

・登記簿謄本又は全部事項証明

・登記済証又は登記識別情報通知書

・固定資産課税台帳登録事項証明書及び固定資産税納税通知書の写し

いずれか1つ
　 　（注）所有関係の書類が整わない場合は，次に掲げる書類
区　　　分

添付する書類

住宅を新築（全部改築を含む。）した場合

請負契約書，建築工事完了届，住宅引渡書等

住宅を購入した場合

売買契約書，住宅引渡（引受）書，代金完済を証する書類等

住宅を相続した場合

被相続人が所有していたことを証する書類（登記薄謄本，固定資産税納税通知書の写し等），相続人であることを証する書類（戸籍謄本，遺産分割協議書等）等

住宅を贈与された場合

贈与の事実を証する書類（贈与契約書等）等



（通勤手当）
第17条　通勤手当は，次に掲げる職員に対して支給する。ただし，通勤距離が２km未満である者には支給しない。

（1）交通機関を利用して通勤する職員

（2）自転車，自動車等を使用して通勤する職員

２　通勤は，最も経済的かつ合理的と認められる経路及び方法によらなければならない。
３　第１項に該当する職員は通勤カード（様式第○号）に必要事項を記載して届け出なければならない。

また，記載事項に変更が生じたときは速やかにその旨を届け出なければならない。
４　通勤手当の月額は別表○に掲げる額とする。

５　通勤手当の始期及び終期は扶養手当における取扱いと同様とする。ただし，採用及び退職が月の途中である場合の支給は，在職期間に応じた額とする。

（時間外勤務及び休日勤務手当）

第18条　正規の勤務時間外に勤務を命ぜられた職員には，その勤務した時間に対して時間外勤務及び休日勤務手当を次の計算により支給する。
（1）１時間あたりの単価計算

当該月の対象給与×12月×1.25（休日は1.35，深夜は1.50）

年間所定労働日数×1日平均労働時間

（2）対象給与は本俸，○○手当，○○手当とする。

２　時間外勤務の時間数は，第５条で定める勤務時間の合計時間数によって計算するものとし，合計時間数に１時間未満の端数を生じた場合は，その端数が30分以上の時は１時間とし，30分未満の時は切り捨てる。
	【参考】

１　労働基準法の規定ですから，適用及び計算は正確を期してください。
　法定労働時間を超えて労働させた場合には２割５分以上，法定休日（週１回又は４週４回）に労働させた場合には３割５分以上，深夜（午後10時から午前５時までの間）に労働させた場合には２割５分以上の割増率で計算した賃金を支払わなければなりません。（労基法第37条第１項・第４項）

　なお，平成22年４月１日からは，月60時間を超える時間外勤務の割増率については，従来の２割５分以上から５割以上に引き上げられましたので，注意してください。ただし，常時使用する職員の数が100人以下の場合は，当面の間この割増率の引上げは猶予されています。

２　算定基礎となる給与種別は，個人事情に基づいて支給されるもの（扶養手当，通勤手当，住宅手当等）を除く一切の当該月の給与が対象となります。従って，主任手当等を設けた場合はこれも算入してください。

３　時間当たりの計算は第５条の例と同様です。

４　支給計算に当たっては，時間外及び休日勤務命令薄を整備し，割増率ごとの区分で当該時間帯を明確に記録してください。


（宿日直手当）
第19条　宿日直を命ぜられた職員には，その勤務した日数に対して宿日直手当を支給する。

２　宿日直１回当たりの支給額は，毎年度当初に施設長が決める。
	【参考】

１　手当の額は，当該宿日直業務に就くことが予定されている職員の個人的事情に基づいて支給されるものを除く一切の当該月の給与の合計額の１人１日当たりの平均額の３分の１以上で定めてください。

２　日額計算は，第５条の例によってください。

３　手当の額は，年度当初に職員に文書等で通知してください。

年度の途中で昇給等により定めた額が基準を下回ることとなったときは，遅滞なく設定してください。


（深夜勤務手当）
第20条　深夜時間帯（午後10時から翌日の午前５時までの間）に正規の勤務を命ぜられた職員には，その勤務した時間に対して次の計算による深夜勤務手当を支給する。
（1）１時間当たりの単価計算

当該月の対象給与×12月×0.25

年間所定労働日数×1日平均労働時間

（2）対象給与は本俸，○○手当，○○手当とする。
	【参考】

１　額の算定は第18条の例によってください。

２　当該手当を各人ごとではなく，定額で定めて一律に支給することは差し支えありません。

この場合は，当該職員の最高手当額（例示算式で得られた額）以上とし，本条は次のように定めてください。
「深夜時間帯（午後10時から翌日の午前５時までの間）に正規の勤務を命ぜられた職員には，１回あたり○○○円の深夜勤務手当を支給する。」
３　監督又は管理の地位にある者（管理監督者）は，労基法第41条により労働時間，休憩及び休日に関する規定は適用されないとされているので，時間外勤務又は休日勤務手当の支給対象となりませんが，深夜勤務手当の支給対象にはなります。


（期末・勤勉手当）

第21条　期末及び勤勉手当は，基準日（６月及び12月の各初日）にそれぞれ在職する職員に対して別表○に定めるところにより支給する。
	【参考】

１　措置施設においては，支給期別割合，支給日，算出基礎給与及び在職期間等に応ずる割合等は，所在地の市町村職員の手当水準に準じて規定してください。
２　減額等の計算は，減額の要件（在職，欠勤日数等）及び算式等を文書で明確にし，支給明細表に添付して施設長等の決裁を得てください。


第５章　退　職　金

（退職金）

第22条　職員が１年以上勤続して退職又は死亡した場合は，本章で定めるところにより退職金を支給する。

２　前項の退職金の支給は，法人が社会福祉施設職員等退職手当共済法に基づき独立行政法人福祉・　医療機構（以下「機構」という。）及び茨城県民間社会福祉施設職員等退職手当支給制度に基づき茨城県社会福祉協議会（以下「協議会」という。）との間に契約を締結することによって行うものとする。
	【参考】

本章の規定は退職金制度の要点を規定したものです。

退職金も主要な労働条件ですから，その支給の要件，支払の方法等を規定する必要があります。


（加入等）
第23条　新たに採用された職員については，採用となった月に，前条第２項に規定する機構及び協議会の退職手当制度に加入する。
２　掛金は機構及び協議会の定めるところにより法人が負担する。

３　職員が退職し，他の社会福祉法人に勤務することとなったときは，法人は遅滞なく機構及び協議会に職員の異動を届け出なければならない。

（被共済職員期間等の計算）

第24条　退職金支給の基礎となる被共済職員期間等の計算は，機構及び協議会の定めるところによる。
（退職金の請求）

第25条　退職金は機構分にあっては，職員が請求し受領するものとする。ただし，職員の死亡等やむを得ない事由があるときは当該職員の遺族が請求し受領することができる。

２　協議会分にあっては，法人が請求し受領後速やかに当該職員に支給する。
	【参考】

社会福祉施設職員等退職手当共済法による機構への請求手続きは，職員に所定の請求書・退職届に記入させたうえ施設で行ってください。
また，請求写し等も施設で保管し，受領確認に至るまで管理してください。


（支給制限）
第26条　職員が犯罪行為その他これに準ずべき重大な非行により退職したときは，退職金は支給しない。

第６章　改　　　正
（改　正）

第27条　この規程の改正は，理事会の議決により行う。

付　則

この規程は，平成　　年　　月　　日から施行する。
	この規則は，参考例として示しているものですので，法人において，実際に規則を作成（変更）するに当たっては，所轄の労働基準監督署に相談のうえ十分な検討を加え，実態に合ったものとなるようにしてください。
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